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2004年５月，中・東欧の８カ国がヨーロッパ連合（��）に加盟した。さらに，2007年１月に

は，ルーマニア，ブルガリアの加盟も実現した。現在，��は旧共産圏の10カ国に拡大した。

しかしながら，中・東欧諸国は ��に加盟するために，様々な国内改革や法整備を急速に進

めなければならなかった。また，中・東欧諸国では，現加盟国への労働力の移動が制限されるな

ど，��加盟の実現後も不満が残り，��への不信感が強まった。さらに，域内の共通市場にお

いて外国企業との厳しい競争にさらされる国内産業への不安を反映した反グローバリズム，超国

家機関ともいえる ��への加盟による国民国家に対するアイデンティティの喪失への危機感か

ら，排外的なナショナリズムが台頭している。
��加盟後の中・東欧諸国で行われた選挙では，加盟後の不安や不満を背景に大衆迎合的なポ

ピュリズムが横行し，国内政治が不安定な状況に陥った。とくに，1990年代半ばから ��加盟

交渉をリードしてきたポーランド，チェコ，ハンガリーでは，2004年６月の欧州議会選挙，2005

年から2006年に行われた総選挙を通して，首相辞任や政権交代に至った ��加盟後の国内の政

治的混乱と民主主義の脆弱さが浮き彫りになった。

本稿の目的は，��加盟後の中・東欧諸国における国内政治の状況を考察することにある。と

りわけ，ポーランド，チェコ，ハンガリーの３カ国にスロヴァキアを加えたヴィシェグラード諸

国(1)の動きを中心に，比較の視点をまじえながら述べる。ヴィシェグラード諸国は旧共産圏の中

で地理的のみならず文化的にも，最も西欧に近い存在であった。��加盟後のヴィシェグラード

諸国の動向を検証することは，今後の ��拡大の行方を考えるうえでも重要であると筆者は認

識する。

分析に際して，体制転換後の政党システムと2004年から2006年にかけて行われた４カ国の欧州

議会選挙と総選挙を軸に論じる。次章で，先行研究の成果を踏まえて，本稿における分析枠組み

を提示する。第３章で，４カ国の政党システムの変動，ヨーロッパ統合への参加の動きとユーロ

懐疑論について述べる。第４章で，2004年６月の欧州議会選挙の結果から，��加盟後にヴィシ

ェグラード諸国で台頭したポピュリズムについて論じる。さらに，第５章で，2005年のポーラン

ド，2006年のハンガリー，チェコ，スロヴァキアにおける総選挙の結果から，��加盟が４カ国

にもたらした政治的影響を検証する。そして，最後に，ヴィシェグラード諸国の今後と ��拡
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大の展望について考える。
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体制転換後のヴィシェグラード諸国の政党システムに関する先行研究では，体制転換当時から

反体制派が分裂していたハンガリーを例外として，旧体制下の反体制派が共産党に対抗して大同

団結したポーランドの「連帯」，チェコスロヴァキアの市民フォーラム（スロヴァキアでは「暴

力に反対する公民」）が選挙で勝利した後に分裂し，新たな政党への再編と政党間の対立軸の形

成が論じられてきた(2)。とくに，ヨーロッパ統合への参加の動きが，政党および政党システムに

及ぼした影響も考察された(3)。

ヴィシェグラード諸国を含めた中・東欧諸国では，西欧諸国のような市場の役割への認識，富

の分配をめぐる政党の対立軸が形成されていない。中・東欧諸国の社会では，広範囲にわたる中

間層が存在しなかった。そのため，体制転換後の政党を区別する価値観も西欧諸国とは異なる。

戦間期に労働者の組織化が進んで先進の産業社会に達し，民主主義が機能していたチェコでの

み，親市場と反市場との間で政党の支持層が分かれている(4)。中・東欧諸国の政党の対立におい

ては，市場の役割をめぐる経済政策よりも，むしろ権威主義とリベラリズム，ナショナリズムと

コスモポリタニズム，農村と都市，土着と西欧志向，カトリックと世俗主義のような世界観の違

いが反映されていた。

さらに，それぞれの国の歴史的なイデオロギー対立，先述の「連帯」や市民フォーラムの結成

など民主化に至る経緯も，その後の政党システムの形成に影響を及ぼしていた。
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中・東欧諸国の ��加盟の実現には，31章の規定からなり８万ページにおよぶ ��の法体系

であるアキ・コミュノテール(������ �	

�������
�)を受け入れるための行政機構や国内法の整

備が必要であった。加盟交渉の過程で，中・東欧諸国は財政や農業などの分野で痛みを伴う改革

を迫られた。その結果，ヨーロッパ統合に反対ないし無条件に ��の方針に従うことに反対す

る政党が現れた。欧米諸国における先行研究においては，��加盟に至る過程で拡大したユーロ

懐疑論や ��への反発としての大衆迎合的なポピュリズムに関する分析もなされている(5)。

シュツェルビアク(����� �����
����)とタッガルト(���� �����
�)は，中・東欧諸国のユーロ

懐疑論を「ハード」と「ソフト」に分類する(6)。ハードなユーロ懐疑論は ��の政治，経済統合

すべてに公然と反対する立場を意味する。ソフトなユーロ懐疑論は条件付きでヨーロッパ統合に

反対する立場を意味する。ソフトなユーロ懐疑論は ��加盟交渉，制度，経済，政治における

改革のプロセスで台頭してきた。加盟候補国においては，ハードなユーロ懐疑論はソフトなユー

ロ懐疑論ほどには支持を得ていない。

シュツェルビアクとタッガルトの分析では，ソフトなユーロ懐疑論は政策(�	����)ユーロ懐疑

論と国益(����	��� ����
���)ユーロ懐疑論に細分される。政策ユーロ懐疑論は過度の政治，経済

統合の深化への反対の立場，加盟国によって特定の政策に対する統合への反対の立場である。現

加盟国では，統一通貨ユーロの導入に慎重な姿勢を崩さないイギリス，スウェーデン，デンマー

クが挙げられる。加盟候補国においては，アキ・コミュノテールの詳細な内容に対する受け入れ

に難色を示すこと，��の農業政策に反発したポーランドなどが挙げられる。国益ユーロ懐疑論

はヨーロッパ統合にシンパシーを持ちつつ，国内政治の支持基盤を支えるために国益擁護のレト
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リックを用いる立場といえる。両者は互いに相反するものではなく，重なり合っている。

さらに，ソフトなユーロ懐疑論に類似した立場として，ユーロリアリズムが挙げられる。ユー

ロリアリズムは ��加盟，ヨーロッパ統合への参加を肯定しながらも，超国家的な統合の進展

より自国の主権や国益を優先させる考え方である。

1997年以前にチェコ首相クラウス(� ������ 	��
�)は市民民主党の文書「チェコのユーロリアリ

ズム宣言」の中で，国家主権の重要性を強調し，ヨーロッパ統合の連邦制モデルでなく加盟国の

政府からなるインターガヴァメンタリスト・モデルを提唱した。さらに，クラウスは現加盟国に

有利な加盟交渉のプロセスに反対して，チェコの伝統にあった形でのヨーロッパ統合を主張し

た(7)。

2004年に ��加盟を果たしたにもかかわらず，ヴィシェグラード諸国では ��に対する反発

が強まった。国民の ��に対する不満を背景に，大衆迎合的なポピュリズムを掲げた政党が支

持を拡大した。

ムッド(���

���)はポピュリズムを，農業ポピュリズム，経済ポピュリズム，政治ポピュリ

ズムの三つに分類した(8)。農業ポピュリズムの起源は19世紀終わりのアメリカやロシアの農村で

あり，反エリートのイデオロギーであった。農業ポピュリズムは農村をモラルの根源，農村生活

を社会の土台とみなし，都市エリート，資本主義の物質的な基盤に反対する。そして，小規模自

営農の保護を主張する。

経済ポピュリズムは多階層的政治運動，指導者の個性やカリスマ性におうところが大きく，ラ

テン・アメリカで多くみられる。また，経済ポピュリズムは。アドホックな改革政治を志向した

り，反グローバルで保護主義的な主張を掲げたりする。

政治ポピュリズムは民衆とポピュリスト・アクターの直接的な結びつきを重視し，純粋無垢な

民衆と腐敗したエリートの対立の構図を描く。また，政治ポピュリズムはナショナリズムと結び

つくことが多い。ポスト共産主義時代のヨーロッパでは，ナショナリズムに訴える政治ポピュリ

ズムがとくに力をもっている。

� ��������������
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ポーランドでは，当初，政党の対立軸は，ポスト「連帯」対ポスト共産主義者の構図であった。

しかし，1990年代初頭，「連帯」が元首相マゾヴィエツキ(����
�� 
���������)などの知識人を

中心とするリベラル・中道右派の民主同盟と1990年12月に大統領に就任したワレサ(����

�� ��)を支持する右派の中央同盟に分裂した。その後，両者の間で政党の再編が繰り返された。

1996年６月に旧「連帯」系の諸派が結集して，連帯選挙行動を結成した。連帯選挙行動は1997年

９月の総選挙で勝利した。しかし，政権獲得の後，党内の内紛が絶えず，離反者によって右派の

「法と正義」，リベラル・中道右派の市民プラットフォームが結成された。その結果，弱体化し

た連帯選挙行動は，2001年９月の総選挙で議席を獲得できなかった(9)。

左派の軸として，旧統一労働者党（共産党）の流れをくむ民主左派同盟が存在する。また，

2001年の総選挙以降，ヨーロッパ統合に批判的で反グローバルな主張を掲げる右派政党のポーラ

ンド家族連盟，農民政党「自衛」が議席を得ている。その他，旧体制下で翼賛政党として存続し

ていた農民党も議席を維持している。

現在，ポーランドの政党政治は，旧「連帯」系右派（「法と正義」），左派（民主左派同盟），旧

「連帯」系リベラル派（市民プラットフォーム），農民政党・ポピュリスト（「自衛」，ポーラン
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ド家族連盟）の四つのブロックからなっている(10)。

チェコでは，スロヴァキアとの分離前に市民フォーラムが分解した。市民フォーラムの右派は

クラウスを中心に市民民主党を結成した。他方，1990年代前半に，旧共産党の流れをくんでいな

い左派の社会民主党が結成された。また，旧共産党が党名変更したポーランド，ハンガリーと異

なり，チェコでは旧共産党がボヘミア・モラヴィア共産党として存続している。その他，中道系

のキリスト教民主同盟・人民党，緑の党が議席を有している。さらに，極右政党の共和党が，

1992年から1998年まで議席を有していた。共産党，共和党の主張の中で，ナショナリズムとヨー

ロッパ統合への批判は重要である(11)。

現在，チェコの政党システムは左右の大政党（社会民主党，市民民主党）とそれを補完する二

つの政党（キリスト教民主同盟・人民党，緑の党）からなり，二大政党制に近づいている。なお，

共産党は他党から潜在的な連立パートナーとはみなされていない。

スロヴァキアの政党システムは，極端な主張を掲げる政党が左右に存在する不安定な多党制で

ある。左右の極に位置するラディカルな政党が接近し，中央に穏健な中道・リベラル政党が存在

する馬蹄型の政党スペクトルが成り立つ。また，短い周期で政党の集合離散が繰り返されてきた。

独立後の最初の首相となった民族主義者メチアル(��������	 
�����	)の民主スロヴァキア運動，

さらにラディカルな民族主義を掲げるスロヴァキア国民党などの右派に加え，旧共産党の守旧派，

スロヴァキア労働者連盟などの左派もナショナリスティックな主張を展開した。左右のナショナ

リスティックで反グローバルな政党の狭間に，1998年から2006年まで首相であったジュリンダ

(
��
 ���� ���	����)の率いるキリスト教民主連合などの中道政党，ハンガリー系住民のハンガリー

人連合党が存在する。

多党制であるスロヴァキア議会は，大きく分けて二つの政党ブロックからなり，ブロックの異

なる政党間での協力は困難であった。一方のブロックの核はキリスト教民主連合，旧共産党の流

れを汲む民主左派党，ハンガリー人連合党であり，もう一方のブロックの核が民主スロヴァキア

運動，国民党，スロヴァキア労働者連盟であった(12)。

ハンガリーの反体制派は，体制転換当時から反体制派が穏健派の民主フォーラムと急進派の自

由民主連合に分かれていた。二つの党の成立は，ハンガリーの歴史的な政治イデオロギーといえ

る農村(� ����)と都市(�	� �����)の対立を反映した。前者がハンガリー人のアイデンティティを代

表する民主フォーラム，後者が自由や民主主義の選択を主張する自由民主連合であった(13)。そ

の後，政党間の力関係に変化は生じたが，政党の合従連衡，大きな再編の動きは，他のヴィシェ

グラード諸国と比較しても起きていない。当初，有力だった民主フォーラム，自由民主連合は，

1990年代半ばには勢力を大きく後退させた。

1990年の総選挙の後，ハンガリーの政党システムは民主フォーラムを中心とする保守，自由民

主連合，青年民主連合（以下，フィデスと表記）のリベラル派，旧社会主義労働者党改革派の流

れをくむ社会党の左翼の三極からなっていた。だが，1994年の総選挙後のリベラル派の分裂によ

り，社会党，自由民主連合の左翼・リベラル派，オルバーン(�	� ��� ��
��	)の主導によってリベ

ラル派から中道右派に転じたフィデスの主導による保守・中道右派からなる二極へと変化し

た(14)。すでに，1993年の時点で，フィデス内部では，右へウイングを伸ばそうとする党首オル

バーンとリベラル路線の維持を主張するフォドル(����	 � ����	)の間で対立が生じていた。フォ

ドルは路線対立に敗れて離党し，いったん国会議員を辞職した後で自由民主連合に加わった(15)。

1994年の総選挙の後に自由民主連合が社会党と連立すると，リベラル派の分裂は決定的となった。

さらに，1998年の総選挙後，自由民主連合，民主フォーラムの衰退により，社会党，フィデス

による二大政党への収斂が進んでいる。フィデスは一貫して社会党，自由民主連合に激しい対決



荻野 　晃：��加盟後の中・東欧 －政党システム，ユーロ懐疑論，ポピュリズム－

― 213 ―

姿勢を取っている。そのため，左右の二大政党の間に位置する小政党が連立パートナーを変える

チェコとは異なり，ハンガリーの左翼・リベラル派と保守・中道右派の間での連立の組み替えは

難しい状況である。しかし，その反面，ハンガリーの左翼・リベラル派と保守・中道右派の間で

の世界観の相違は，スロヴァキアにおける二つの政党ブロックのそれと比較すれば小さい。ハン

ガリーでは，1998年から2002年に議席を有した極右のハンガリーの正義と生活党，これまで議席

を獲得したことのない旧社会主義労働者党（共産党）守旧派の流れをくむ労働者党を除いて，
��加盟に反対する政党は存在しなかった。

� �����������

1997年，��はポーランド，チェコ，ハンガリー，スロヴェニア，エストニア，キプロスを拡

大第一陣の候補国として，翌年３月から加盟交渉を開始した。以下，��加盟に至るまでのヴィ

シェグラード諸国と各国の政党の動きを概観する。

ポーランド

2001年９月の総選挙から，ポーランドの政党政治は新たな段階に入ったといえる。連帯選挙行

動，民主同盟の流れをくむ自由同盟が議会から消えたことで，歴史的な「連帯」と民主左派同盟

の対立は終わった(16)。同時に，��加盟をめぐって政党間の立場の相違が明確になった。同年

の総選挙では，ヨーロッパ統合への参加に積極的な左派民主同盟が勝利した。同時に，カトリッ

ク色の強いポーランド家族連盟，過激な農業団体の指導者レッペル(������	 
�����)が率いる農

民政党「自衛」など，��加盟に反対する政党が議席を獲得した。1990年代，レッペルは農民の

路上でのバリケードによる抗議行動のリーダーであった(17)。��加盟交渉において，ポーラン

ド国内では農民の反発が強かった。また，家族連盟の躍進には，��の中で埋没することに抵抗

するポーランドのナショナル・アイデンティティと保守的なカトリックの価値観との結びつきが

背景にあったといえる。

「法と正義」は親ヨーロッパの立場を取りつつ，加盟交渉を進める民主左派同盟を批判し，国

益擁護を訴えた。また，農民党は ��の共通農業政策においてポーランド農民と西欧諸国の農

民の平等を主張した。他方，ポーランドでは，「自衛」と家族連盟はハードなユーロ懐疑論の立

場であり，「法と正義」，農民党はソフトなユーロ懐疑論の立場である(18)。

チェコ

ポーランド，ハンガリーと比較して，チェコでは当初から国内における ��加盟への支持は

さほど強くなかった。1997年の汚職発覚によるクラウス内閣の総辞職に始まる1990年代後半の政

治的混乱をへて，ゼマン(�
���� �����)とその後継者シュピドラ(����
���� ���
���)を首班とす

る社会民主党政権下で，��加盟交渉が進展した。

しかしながら，その一方で，��加盟に反対する共産党が一定の支持を集めていた。また，市

民民主党内部では，��加盟を受け入れつつも，��統合の進展による主権やアイデンティティ

の喪失への警戒感が根強かった。その代表的な人物がクラウスであった。市民民主党は2002年６

月の総選挙で超国家機関として発展ようとする ��を批判していた(19)。市民民主党はチェコに

おけるソフトなユーロ懐疑論の立場にある。

当初，市民民主党はネオ・リベラリズムの立場から経済効率の面で ��の規制，官僚制を批

判していたが，後にチェコ人のアイデンティティや主権の保証，超国家的制度に対する政治的自

決を主張した。そして，市民民主党は1990年代末までに伝統的なチェコ国民の象徴や神話をイデ

オロギーに組み入れるなど，ナショナリズムに傾斜した(20)。

さらに，チェコではドイツやドイツ語圏と関係づけて ��加盟に反対する意見も存在した。
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2002年の総選挙当時，ドイツが第二次世界大戦直後にドイツ系住民追放を定めたベネシュ大統領

令の無効をチェコの ��加盟とリンクすることを危惧する声があった(21)。

スロヴァキア

チェコとの分離以降，スロヴァキアでは1994年３月から10月のモラウチーク(����� ��	
���
��)

の内閣時代を除き，1998年までメチアルが権力を掌握していた。カーペンター(����
�� �
	����

��	)が論じるように，民主的な改革を進めたモラウチークの敗北は旧共産党政治エリートの新体

制への適応性のみならず，スロヴァキアと他のヴィシェグラード諸国との政治文化の相違を示し

ていた(22)。他の３カ国と比較して，スロヴァキアでは政府の中央集権的な政策やクライアンテ

リズムに反対する力が脆弱であった。

メチアル政権下のスロヴァキアは民主化の進展，少数民族の権利保障などの人権への取り組み

が不十分だとみなされ，��加盟候補国から除外された。1998年の総選挙でメチアルが退陣した

後，ジュリンダを首班とする連立内閣の下で，加盟交渉が開始された。��はスロヴァキアに加

盟問題において「飴と鞭(�
		�� 
�� �����)」で対応した(23)。��はメチアル時代のスロヴァキア

を加盟交渉から排除した。その後，ジュリンダ政権下で内政，外交の方針転換が明確になり，
��はスロヴァキアの加盟を後押しした。
��加盟問題はスロヴァキアの政党の姿勢にも影響を及ぼした。左右の野党からの突き上げ，

連立与党内部の不協和音にもかかわらず，ジュリンダ政権は西欧諸国との関係を改善し，他の中・

東欧諸国に比べて出遅れた ��加盟交渉を進展させた。スロヴァキアは他のヴィシェグラード

３カ国と同様，2002年12月に加盟交渉を終了させた。

2002年９月の総選挙では，加盟交渉を進める連立与党が勝利し，加盟に反対する国民党は議席

を失った。1998年の総選挙で政権を失ったスロヴァキア民主運動は，その後，��加盟に賛成の

立場に転じて，欧州議会における欧州人民党への加入を希望した。スロヴァキア民主運動はハー

ドからソフトへとユーロ懐疑論を転換させたといえる。しかし，スロヴァキア民主運動の政策転

換は ��に批判的な従来の支持者離れを引き起こし，��加盟への批判票が共産党へ流れる結果

となった(24)。

スロヴァキア民主運動の穏健化に加え，スロヴァキア国民党が議席を失ったことで，二つの政

党ブロック間での激しい対立にもとづくスロヴァキアの政党システムに変化が生じた。スロヴァ

キア議会では，共産党を除き，��加盟に反対する政党はなくなった。

さらに，2002年の総選挙では，民主左派党の衰退による社会民主主義の空白を埋めるように左

派政党のスメル（指針）が台頭した。��加盟に関して，スメルはジュリンダ政権による加盟交

渉を激しく批判し，戦略的な国益の擁護を主張するユーロリアリストとしての姿勢を取った(25)。

2002年の総選挙で議席を獲得した共産党は，��の自由市場に反対の立場であり，ハードなユー

ロ懐疑論の立場であった。

ハンガリー

1998年３月に ��加盟交渉が始まってまもなく，積極的に加盟を推進してきた左翼・リベラ

ル派のホルン(��	� ����
)の内閣が同年５月の総選挙で敗北し，保守・中道右派のオルバーン

政権が成立した。1998年から2002年まで国会に議席を有した極右のハンガリーの正義と生活党を

除き，ハンガリーの右派は ��加盟に反対していない。反共的な世界観を持つハンガリーの右

派は，ヨーロッパ統合に関する価値を反共，キリスト教民主主義の原則，経済的利益とみなして

いる。他方，コスモポリタンな世界観の左派は，ヨーロッパ統合に関する価値を反ナショナリズ

ム，近代化の手段に見出している(26)。

オルバーン政権の下でハンガリーの加盟交渉は進展した。だが，初代国王の聖イシュトヴァー
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ン(����� �	�
 ���)の戴冠から1000年にあたる2000年頃から，フィデスは民族主義的傾向を強めた。

2002年４月の総選挙の際，フィデスはナショナリスティックな口調で，外資の導入に積極的な社

会党，自由民主連合への批判を強めた。欧米メディアには，フィデスが極右政党のハンガリーの

正義と生活党と連立することを警戒する記事も掲載された(27)。さらに，総選挙前，オルバーン

政権は隣国に住むハンガリー系住民に就労やハンガリー語での教育などの面で恩恵を与える「近

隣諸国のハンガリー人に関する法律（地位法）」の制定により，スロヴァキア，ルーマニアとの

関係を悪化させた(28)。

総選挙で政権を失ったフィデスは，その後の加盟交渉でブリュッセルの指示に従う左派をかつ

てモスクワへの従属にたとえて批判した(29)。メジェシ(
�����		� � �����)を首班とする左翼・リ

ベラル派の連立内閣の下で，ハンガリーは ��加盟交渉を終えた。

フィデスはハンガリーにおけるソフトなユーロ懐疑論の立場である。また，ディーリンガー

(� ������ ���������)が指摘したように，フィデスはユーロリアリストだった(30)。フィデスは経済

発展のために ��加盟を必要だとみなした。また，��拡大が長期的には近隣諸国のハンガリー

人問題の解決に寄与すると認識した。しかし，その一方で，フィデスはハンガリーの国益の擁護

を主張し，社会党政権による加盟交渉を批判した。フィデスの対応は，親ヨーロッパの有権者離

れを引き起こし，選挙に悪影響を及ぼす可能性もあった。

ルーマニア，ブルガリアを除く中・東欧諸国は2002年12月に ��加盟交渉を終え，2004年５

月の加盟を実現させた。だが，最大７年にわたる現加盟国への労働力移動の制限措置，経済格差

を埋めるための構造基金，農業補助金の分配をめぐり，加盟交渉の段階から新加盟国は不満を強

めた。とくに，ポーランドでは農民の ��への反発が強まった。

2003年４月にハンガリーで実施された ��加盟のための批准手続きとしての国民投票では，
��加盟への賛成票は83.76％を占めた。しかしながら，投票率は45.56％にとどまり，賛成票を

投じた有権者は全体のわずか38.16％に過ぎなかった(31)。フィデスは与党主導の国民投票で支持

者に賛成票を投じるよう積極的に訴えなかった。

その後，実施された他のヴィシェグラード諸国の ��加盟に関する国民投票でも，加盟賛成

票が多数を占めた。にもかかわらず，投票率はポーランドで58.85％（賛成77.45％），チェコで

55.21％（賛成77.33％），スロヴァキアで52.15％（賛成92.46％）であり，他の新加盟国と比較

しても低い水準にとどまった(32)。

マルコウスキ（����	��� 
�����	��）の聞き取り調査によると，ポーランドでは，民主左派

同盟，市民プラットフォーム，自由同盟の支持者の90％以上が賛成票を投じたのに対して，「自

衛」，家族連盟の支持者で賛成票を投じたのは50％，36％であった(33)。

チェコでは，ユーロ懐疑論をリードしてきた市民民主党が加盟に賛成の立場を取りながら，党

内にユーロリアリストをかかえアンビヴァレントな対応に終始した。また，クラウスも国民投票

で態度をはっきりさせなかった(34)。

スロヴァキアに関して，2003年の時点では，スロヴァキアは他のヴィシェグラード諸国に比べ

て，��加盟に楽観的な見方が強かった。さらに，��に批判的な支持者をかかえる民主スロヴ

ァキア運動まで含めた ��加盟に対する政党，エリート間でのコンセンサスの形成と議論の不

足が低い投票率につながったという見方もある(35)。

いずれにせよ，ヴィシェグラード諸国では，多くの有権者が国民投票で反対票を投じるのでな

く，投票所に足を運ばない形で ��加盟への不安や不満を表明したのである。
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� �� ���

� ������������

��が10カ国に拡大した翌月の2004年６月，全加盟国で欧州議会選挙が実施された。ヴィシェ

グラード諸国における欧州議会選挙の結果は，以下の通りである。

ポーランド（全54議席）

市民プラットフォームが24％の得票率で15議席，ポーランド家族連盟が15.9％で10議席，「法

と正義」が12.7％で７議席，「自衛」が10.8％で６議席，民主左派同盟が9.3％で５議席，自由連

合が7.3％で４議席，農民党が6.3％で４議席，ポーランドの社会民主主義が5.3％で３議席(36)。

チェコ（全24議席）

市民民主党が30％で９議席，ボヘミア・モラヴィア共産党が20.3％で６議席，独立候補者同盟・

ヨーロッパの民主主義が11％で３議席，キリスト教民主同盟・人民党が9.6％で２議席，社会民

主党が8.8％で２議席，独立系が8.2％で２議席(37)。

スロヴァキア（全14議席）

キリスト教民主同盟が17.1％で３議席，民主スロヴァキア運動が17パーセントで３議席，スメ

ルが16.9％で３議席，キリスト教民主運動が16.2％で３議席，ハンガリー人連合党が13.2％で２

議席(38)。

ハンガリー（全24議席）

フィデスが47.4％の得票率で12議席，社会党が34.3％で９議席，自由民主連合が7.7％で２議

席，民主フォーラムが5.3％で１議席(39)。

スロヴァキアを除く，３カ国では左派の与党が大敗した。とくに，ポーランドでは，有権者の
��に対する不満が投票結果に色濃く反映されたといえる。そして，��加盟に反発する「自衛」

や家族連盟が躍進し，与党の民主左派同盟は第五党に低迷した。

ポーランドでは1990年代末の時点で，��加盟賛成が多数を占めていた。加盟交渉の過程で，

ブリュッセルとの妥協戦略をとるソフト路線と国益擁護の立場で ��から譲歩を引き出そうと

するハード路線とに意見が分かれた(40)。前者の立場は民主左派同盟，自由同盟，市民プラット

フォーム，後者の立場は「法と正義」や農民党だった。実際に，「法と正義」や農民党はブリュ

ッセルにおけるポーランド国益の擁護者になると訴えていた。

チェコ社民党は市民民主党ばかりでなく，共産党の後塵を拝するなど，結党以来の大敗であっ

た。シュピドラ首相は敗北の責任を取って辞任した(41)。欧州議会選挙の際，社民党は2002年の

総選挙で同党に投票した有権者のわずか20％強しか支持を得ることができなかった。社民党以外

の党は40～60％の支持を得た。社民党が低迷した要因として，��に批判的な左翼票が共産党に

流れたことが挙げられる。��加盟を推進するうえで社民党の中道路線へのシフトは，左派の支

持者離れを引き起こしたのである(42)。

過去において，共産党は ��加盟に反対の立場だった。しかし，��加盟が確定した後，共産

党は他国の左翼との協力によって ��を内部から変革する立場に転じた(43)。共産党は欧州議会

選挙で建設的な ��への反対者として，有権者の ��批判の受け皿となった。

加盟前にチェコの主権の擁護を主張してきた市民民主党は，2004年にはブリュッセルの過度の

官僚主義や規制を批判した。その結果，市民民主党は欧州議会選挙でユーロペシミストを惹きつ

けることに成功した(44)。

しかしながら，市民民主党の支持者の大半は，チェコの ��加盟に批判的ではなかった。ポー

ランド，ハンガリーの中道・右派のユーロ懐疑論は，西欧型のリベラリズムとナショナル・ポピ
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ュリストの保守主義との社会・文化的な対立に由来する。だが，チェコの右派には，ポーランド，

ハンガリーと同様のことがあてはまらない。市民民主党がナショナリスティックな立場を取って

いたにもかかわらず，政党の左右の対立軸は市場か国家主導かにある(45)。��加盟を強く支持

したのは，市民民主党の支持者を含めた保守層であった。

ハンガリー社会党でも，欧州議会選挙後，党首がコヴァーチ(��� ���	 
 ��	�� ��)からヒッレル

(
����� �	�� ���)に交代した。さらに，2004年８月には，メジェシが連立与党内部の不一致から退

陣を表明した(46)。政権への批判が高まる中で同年５月に退陣したポーランドのミレル(
�	���

������)を含め，３カ国で首相が退陣に追い込まれた。

スロヴァキアでは，ジュリンダ首相の与党キリスト教民主連合がかろうじて第一党になったが，

メチアル前首相の民主スロヴァキア運動が支持を拡大させた。首相時代のメチアルは大統領コヴ

ァーチ(������ ��� �� ��)との政争(47)と大統領の権限縮小などの強引な政治手法，民族主義政党の

スロヴァキア国民党と連立による民族主義的な政策によって，北大西洋条約機構（����）へ

の加盟，��の加盟交渉を拒否された。先述のように，政権を失った後，メチアルの民主スロヴ

ァキア運動は ��加盟を認める姿勢に転じた。にもかかわらず，欧米諸国のメチアルに対する

評価は依然として厳しい。

� ������������	
��


前節で述べたように，スロヴァキアを除くヴィシェグラード諸国における欧州議会選挙での与

党の敗北は，��加盟交渉への批判と加盟後の不満を反映していた。ヨーロッパ統合への参加の

ための市場経済への移行，国営企業の民営化，緊縮財政がもたらした経済格差の拡大により，新

加盟国では低所得者層を中心に経済的な不満が高まった。さらに，新加盟国は現加盟国に有利な
��の農業政策に対して反発を強めていた。その結果，加盟を推進した現政権に不満を持った有

権者の多くが，左右を問わずヨーロッパ統合に批判的で大衆迎合的な主張，いわばポピュリズム

を掲げる政党に投票した。

ヴィシェグラード諸国の政党では，2002年まで議席を有したハンガリーの独立小農業者党，ポー

ランドの「自衛」が農業ポピュリズムの性格を有していた。「自衛」はレッペルをリーダーとす

る，過激な抗議行動を展開する農民団体であった。政党となった「自衛」は ��加盟によって

脅かされるポーランド農民の利益の擁護を主張し，地方の低所得の農民層を中心に支持を拡大し

た。しかし，「自衛」の掲げる政策は，実現が困難である。

スメルは共産党の改革派の後継政党であった民主左派党の衰退に乗じて，同党の元副党首フィ

ツォ(������ ����)が中心となって結成された。そして，スメルは2002年の総選挙で議席を獲得

した(48)。さらに，欧州議会選挙において，ジュリンダ政権下で進められた ��加盟のための国

内改革に対する左派の立場からの批判によって躍進した。

「自衛」，スメルに共通する特徴は，零細農家や社会的弱者の保護を訴えながら民族主義的な

性格も有し，潜在的に民族主義政党との連立も可能な点である。��はポーランドの独立への脅

威であり，ポーランドは��のセカンド・クラスになると，欧州議会選挙で「自衛」は訴えた(49)。

スメルはスロヴァキアの政治における社会民主主義の空白を埋める一方で，ナショナリズムに訴

える政治ポピュリズムの政党でもあった(50)。

ヴィシェグラード諸国においてナショナリズムに訴える政治ポピュリストとして，民主スロヴ

ァキア運動，スロヴァキア国民党が挙げられる。さらに，新たに台頭した政治ポピュリズムの政

党がポーランド家族連盟である。2001年の総選挙以降，家族連盟は排外的なリズィク(�����	�

� �� �)神父によって運営されるラジオ放送「ラジオ・マリア」を基盤に支持を拡大した(51)。
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家族連盟は ��加盟にも反対の立場を取っていた。また，体制転換以後の社会変動で失われつ

つある「家族」などの価値観を強調してきた。欧州議会選挙で，家族連盟は ��加盟によるポー

ランドの喪失を煽り，国家主権の重要性を強調して「昨日のモスクワ，今日のブリュッセル」と

いうスローガンを掲げた(52)。

チェコでは，反 ��を掲げたポピュリスト政党は台頭しなかった。チェコのポピュリストの

支持票は，無所属で立候補したテレビ局ノヴァの元ディレクターのジェレズニー(������	
�
��
�
�� 	�)に流れた。ジェレズニーは ��の共通農業政策を攻撃していた(53)。

ハンガリーのフィデスはユーロリアリストであり，��加盟を否定しなかった。実際，2002年

の総選挙まで，フィデスは民営化や銀行セクター優遇への批判など，伝統的なハンガリーの右翼

の手法を前面に出すことを避けてきた。しかし，フィデスは欧州議会選挙で民営化の停止や「仕

事」「故郷」「安全」など単純明快なポピュリスト色の強いスローガンを掲げた。そして，フィデ

スはカーダール(� 	�� 	�� � 	����)社会主義労働者党書記長の時代にノスタルジーを感じる人々にも

支持を訴えた。また，��に関して，フィデスは2002年の総選挙まで反 ��姿勢を反共産主義と

結びつけていた。だが，反 ��と反共とを結びつけることは矛盾しており，多くの有権者から

危険視された。そのため，フィデスは2004年の欧州議会選挙で ��統合を反共プロジェクトと

位置づけた。そして，フィデスは選挙キャンペーンでの反 ��レトリックを農業補助金の分配

や外資による土地の購入にとどめ，主な批判の対象をブリュッセルでなく，無関心で無能な自国

政府とした(54)。
��加盟に反対してきた「自衛」や家族連盟が欧州議会で議席を得たポーランドに対して，ス

ロヴァキアでは国民党，共産党は議席を得られなかった。スロヴァキアから選出された欧州議会

議員には，ハードなユーロ懐疑論の党派に所属するものはいない。

コペンハーゲン基準，アキ・コミュノテールなど，��拡大に支配的な原則や規範，その不可

避性，迅速性，効率性が加盟候補国の内政を制約し，��加盟問題を一部のエリート，専門家の

狭い領域に限定したとライク(������ ����)は分析する(55)。欧州議会選挙において，��への反感

からナショナル・アイデンティティや大衆迎合的な経済政策，保護主義的な農業政策を訴える政

党が支持を集めたのである。

� �������������������

� ��������������

2005年９月25日，ポーランドで ��加盟後，初の総選挙が行われた。旧「連帯」系の右派の

「法と正義」が26.8％の得票率で第一党となり，旧「連帯」系のリベラル・中道右派の市民プラ

ットフォームが24.2％で第二党となった。他方，与党・民主左派同盟は11.4％の得票率に低迷し，

下院の150議席以上を失って惨敗した(56)。

ポーランドの総選挙の翌月には，大統領選挙も行われた。第一回投票では，市民プラットフォー

ムの党首トゥスク(������ ����)が一位となった。しかし，第二回投票で，「法と正義」の党首

ヤロスワフ・カチンスキ（����� �� ����� 	����）の双子の弟であるレフ・カチンスキ(�
�� ����

�� 	����)が54.04％の支持を得て，トゥスクを抑えて当選した(57)。

「法と正義」と市民プラットフォームは大統領選挙での関係悪化で連立せず，「法と正義」の

単独少数内閣となった。また，内閣の首班には双子の兄弟による親族支配に対する批判に配慮し，

ヤロスワフ・カチンスキは首相就任を見送った。その結果，2005年10月にマルチンキェヴィチ

(������
��  �������
����)が首相に就任した。
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新内閣の発足後も「法と正義」は議会の多数派工作を続け，2006年５月に「自衛」，ポーラン

ド家族連盟と連立した。連立内閣には，「自衛」から党首レッペル，家族連盟から党首ギェルテ

ィフ(����� ��	
� �

���	�)がともに副首相として入閣した。「自衛」，家族連盟はともに ��加

盟に反対の姿勢をとり，保護主義的な経済政策を掲げてきた。三党の連立内閣の成立による，ポー

ランドでの保護主義の強まりがユーロ導入にも影響を及ぼすことを ��は懸念した(58)。実際に，

2006年初めに，「法と正義」の政権がイタリアのウニ・クレジット銀行による同銀行傘下のポー

ランドの銀行と買収したドイツの銀行との合併を阻止した時，��はポーランド政府に提訴も辞

さない強硬姿勢でのぞんだ(59)。

さらに，2006年７月にマルチンキェヴィチが辞職した後，ヤロスワフ・カチンスキが首相に就

任した。その結果，大統領，首相が双子の兄弟で占められた。

2006年４月，ハンガリーでも ��加盟後，初の総選挙が実施された。４月９日の第一回投票

では，社会党が得票率43.21％で71議席，フィデス・キリスト教民主人民党が42.03％で69議席，

自由民主連合が6.05％で４議席，民主フォーラムが5.04％で２議席だった。小選挙区で過半数を

得て当選を決めた候補者は，社会党が34名，フィデス・キリスト教民主人民党が28名，社会党・

自由民主連合の共同候補が４名だった。第一回投票での獲得議席は，社会党が105，フィデス・

キリスト教民主人民党が97，自由民主連合が４，民主フォーラムが２，社会党・自由民主連合が

４だった(60)。

第一回投票の直後，民主フォーラムの党首ダーヴィド(� ���
� ������)が，第二回投票でフィデ

スとの選挙協力を拒否すると表明した。ダーヴィドは社会党主導の連立に加わらない意思を明確

にしたうえで，厳しい財政事情を無視したフィデスのポピュリズムに満ちた選挙公約を批判し

た(61)。選挙協力を拒否されたオルバーンは，首相候補を辞退した(62)。

４月23日の第二回投票の結果，社会党が小選挙区98，地区リスト71，全国リスト17の計186議

席，フィデス・キリスト教民主人民党が小選挙区68，地区リスト69，全国リスト27の計164議席，

自由民主連合が小選挙区３，地区リスト４，全国リスト11の計18議席，民主フォーラムが地区リ

スト２，全国リスト９の計11議席となった。さらに，社会党・自由民主連合の共同候補が，小選

挙区で６議席（うち４議席が社会党，２議席が自由民主連合）を獲得した(63)。

ハンガリーの体制転換後の総選挙で，初めて与党が勝利した。政権獲得のために住宅助成金の

増額，鉄道網の整備などの大型予算を組むことを公約したフィデスの敗北は，今後，ハンガリー

がユーロ導入など ��の経済統合に積極的に関与するうえで重要であった。

しかしながら，首相ジュルチャーニ(����	� ���� �
�
�	)が公約として掲げた2010年のユーロ

導入の実現には，2009年に財政赤字を ���の３％まで削減する必要があった。選挙期間中，ジ

ュルチャーニは具体的な財政再建案を明らかにしなかった。財政再建のためには，公共料金の大

幅値上げ，社会保障費や文教予算の削減などで国民に重い負担を強いることはいうまでもない。

財政再建の詳細を示さない点から，体制転換後のハンガリーで最も成功した実業家の一人，ジュ

ルチャーニの民衆軽視の政治姿勢が垣間見られた。

2006年６月３日に行われたチェコの総選挙における各党の獲得議席は，市民民主党が81，社会

民主党が74，共産党が26，キリスト教民主連合・人民党が13，緑の党が６であった(64)。市民民

主党はキリスト教民主同盟・人民党，緑の党との連立交渉を開始した。しかし，三党の獲得議席

は合計100で，定数200の下院で半数を占めるに過ぎなかった。社会民主党は市民民主党との大連

立を拒否していた。

８月にクラウス大統領は市民民主党の党首トポラーネク(�
�
� ����� ���
�)を首相に指名し

た(65)。にもかかわらず，首相パロウベク(�
��� ������
�)は続投の姿勢を崩さず，社会民主党は
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トポラーネクの下院での信任を拒否し続けた。早期の解散による総選挙のやり直しの可能性が取

りざたされる中，最終的に，2007年１月９日に２名の社会民主党の下院議員が離反したことで，

トポラーネクは下院で信任された。その結果，市民民主党，キリスト教民主同盟・人民党，緑の

党の三党による連立内閣が正式に発足した(66)。

総選挙による政権交代で成立した市民民主党を中心とするトポラーネク内閣には，ポーランド

のカチンスキ内閣のようなポピュリスト政党は含まれていない。しかし，総選挙からトポラーネ

クが下院で信任を得るまで，230日間の政治的空白をへる結果となった。

2006年６月17日，スロヴァキアでも総選挙が行われた。各党の得票率と議席数は，スメルが29.

14％で50，民主キリスト教同盟が18.35％で31，民族主義政党の国民党が11.73％で20，ハンガリー

人連合党が11.68％で20，民主スロヴァキア運動が8.79％で15，キリスト教民主運動が8.31％で

14だった(67)。

1998年以来，ジュリンダ政権の下でヨーロッパ統合への参加を推進する国内の制度改革や国内

法の整備が進められてきた。スロヴァキアは他のヴィシェグラード諸国よりも遅れて加盟交渉を

開始した。欧州議会選挙が実施された2004年６月段階で，他の３カ国に比べても国内での加盟後

の見通しが楽観的で，加盟を推進した与党への批判は少なかったといえる。だが，加盟から２年

をへて，スロヴァキアでもソフトなユーロ懐疑論の立場にあるスメル，ラディカルな民族主義を

掲げる国民党が勢力を拡大したのである。

総選挙の後，スメルは国民党，民主スロヴァキア運動との連立交渉を開始した。スメルと民族

主義政党との連立の動きに対して，スメルもメンバーである欧州議会の欧州社会党グループから

人権とくに少数民族の権利の侵害への懸念が示された(68)。にもかかわらず，７月にはスメル党

首フィツォを首班とする三党の連立内閣が成立した。

� ��������������

前節で述べた2005年から2006年にかけて行われた総選挙の後，ヴィシェグラード諸国では，国

内政治が不安定な状態に陥った。このような現象は，��加盟の急速に実現を進めた結果として

生じた改革疲労(������ ��	
���)(69)だといえる。

ポーランドでは，「法と正義」，「自衛」，ポーランド家族連盟の三党による連立内閣が成立した

後，閣内では内紛が絶えない状態にあった。2006年９月，社会保障費や農業補助の増額を主張し，

アフガニスタン国際治安支援部隊（
���）へのポーランド軍の増派に反対する「自衛」が連立

政権から離脱した。しかし，翌月16日，レッペルが副首相兼農相に再任命され，「自衛」は連立

に復帰した(70)。

レッペルと彼の率いる「自衛」は，入閣前から過去の過激な抗議行動に対する訴訟をかかえ，

党所属の女性国会議員の金銭スキャンダルにまみれていた。さらに，2006年12月には，レッペル

のセックス・スキャンダルが発覚した。レッペルと「自衛」所属の国会議員リジウィンスキ

(�	��
� �� ����
���
)が，ある女性に対して「自衛」への就職と引き替えに性的関係を強要し

たとされる(71)。レッペルのスキャンダルにより，汚職追放を掲げるカチンスキ内閣は苦しい立

場に立たされた。

カチンスキ政権下のポーランドは，��内部でも摩擦を引き起こしている。2007年６月の ��

首脳会議における新基本条約（改革条約）に関する協議で，カチンスキ政権は二重多数決制に反

対し，最終合意に至る直前まで自国に有利な主張を展開した(72)。

2007年７月９日，カチンスキ大統領は副首相兼農相レッペルを解任した。解任の理由は，中央

汚職対策庁の商業目的での農地転用許可に関する汚職の発覚であった。「自衛」はレッペルの解
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任に反発して連立から離脱した(73)。

その後も閣内の混乱は続き，８月13日にカチンスキ首相は閣僚４名を更迭し，三党連立を解消

した。市民プラットフォームとの連立が望めない状況で，カチンスキは総選挙を実施すると述べ

た(74)。また，10月21日に総選挙をひかえたカチンスキは，国内政治に対する国民の批判をそむ

けるため，歴史問題でドイツへの批判を強めた(75)。

トポラーネク内閣が僅差で信任されたチェコでは，その後も与野党の対立が続いた。アメリカ

はヨーロッパで配備を計画するミサイル防衛（��）のレーダー基地の候補地としてチェコを選

んだ。社民党はレーダー基地の建設に反対し，トポラーネク政権との対決姿勢を強めた。党首で

前首相のパロウベクはレーダー基地建設の是非を問う国民投票を要求した(76)。トポラーネク政

権は基地建設問題への対応次第で，瓦解する可能性もある。

さらに，チェコでは2008年に大統領選挙が議会で実施される。現職のクラウスは再選に意欲を

示している。しかし，議会における大統領の選出には，下院で半数の議席しかない与党の支持だ

けでは当選不可能である。議会での大統領選出をめぐって，与野党の対立がさらに激しくなり，

政治的な混乱が再燃する可能性もある。

スロヴァキアでは，左右両極の連立政権が誕生したことで，野党に転落した中道系およびハン

ガリー人連合党との対立が激しくなっている。2002年の総選挙で議席を失ってから４年ぶりに議

席を獲得した国民党の党首スロタ(��� �	
��)は，連立政権の成立直後から「（第二次世界大戦後

に）ドイツ人を追放したチェコが羨ましい。何故なら，今日のチェコにはドイツ人問題は存在し

ないが，スロヴァキアにはハンガリー人問題がある」「ハンガリー人連合党の議員たちはスロヴ

ァキアを祖国でなく，大ハンガリーの一部だとみなしている」(77)と発言するなど，国内に住むハ

ンガリー系少数民族に対する批判を開始した。

スロタの発言に対して，ハンガリー人連合党は激しく反発した。2007年３月31日，ハンガリー

人連合党の党首が穏健派のブガール(�
� ��� � ��	�)からチャーキ(�� ���� � ��	)に交代した(78)。強硬

な民族主義者ドゥライ(�
��� ���	 �
�)の支持を得たチャーキの党首選出により，今後，同党が

より強硬な民族主義路線へシフトする可能性がある。

さらに，スロタの発言は，後述するハンガリーの極右の暴動と結びついていたといえる。暴動

発生前，ブダペシュトではスロタ発言への抗議行動が起きていた。スロタ発言がハンガリーのナ

ショナリストに燃料投下したことは否定できない。

ハンガリーの2006年総選挙では，��加盟後のヴィシェグラード諸国で唯一，与党が勝利して

政権が継続した。しかし，総選挙の後になってジュルチャーニ内閣が厳しい財政再建プログラム

を示したことに，有権者の間で反発が拡がっていた。

2006年９月，ジュルチャーニが５月末の社会党議員団非公開協議で，総選挙に勝つために嘘を

ついたと発言していたことが発覚した。９月18日の夜，国会議事堂前の広場での抗議集会に参加

していた極右が暴徒化し，ハンガリー国営テレビを襲撃した(79)。

自由広場を警備していた警官隊は手薄であり，極右の建物内部への乱入をゆるした。国営テレ

ビ局での暴動は一夜限りで沈静化したが，極右勢力，警官隊双方合わせて100名を超える負傷者

が出た。また，自由広場では，多数の自動車が放火された。

国営テレビ襲撃事件の後も，コシュート広場ではジュルチャーニの退陣を要求する集会が連日

のように続いた。10月１日の統一地方選挙では，自由民主連合の現職デムスキー(�������

� ���
�)がブダペシュト市長選挙で勝利した。しかし，ブダペシュト市議会選挙（定数66）では，

フィデスが第一党（33議席）になり，連立与党は全議席の半数の33議席（社会党24，自由民主連

合９）にとどまった(80)。また，社会党は多くのブダペシュトの区長選挙および主要都市の市長
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選挙，地方議会選挙でフィデスに敗北した。

野党および大統領ショーヨム(� ������ � ��	
� ��)から辞職を迫られたジュルチャーニは，連立相

手の自由民主連合の支持を得て10月６日の国会での信任投票を乗り切った。しかし，ハンガリー

事件の50周年にあたる10月23日には，９月18日を上回る規模での極右勢力による暴動が発生し

た(81)。

2007年３月15日の1948年革命の記念日にも，当局の厳重な警戒にもかかわらず，ブダペシュト

市内で暴動が発生した。15日午後，極右のリーダー，ブダハージィ(��
�� ��
� �� �����)が警察に

身柄を拘束された。夜になると，ブダハージィの釈放を要求する一部の極右が，ブダペシュトの

中心部にバリケードをつくり警官隊と衝突した(82)。
��加盟後のヴィシェグラード諸国では，政治的混乱が続いている。確かに，ヴィシェグラー

ド諸国においても，国内政治の実情には相違がみられる。チェコでは，2006年６月の総選挙の後

で長い政治的空白をへながらも，ハードなユーロ懐疑論が台頭しなかった。チェコと同様，ハン

ガリーでも，2002年以降，ハードなユーロ懐疑論を掲げる政党が議席を有していない。だが，ハ

ンガリーでは，政権に対する不満が暴動という形で現れた。他方，ポーランド，スロヴァキアで

は，2006年にハードなユーロ懐疑論の立場の政党が連立内閣に参加するなど，政権そのものが
��に懐疑的な性格を有している。

ポーランドの政治学者スモラー(����	��
�� ������)は，��加盟後の中・東欧諸国の現状に

ついて「われわれは犠牲の大きい酷い痛みを伴ったヨーロッパ統合の過程に対する遅れてきた反

動に直面しているのだと思う」(83)と述べた。中・東欧諸国が ��加盟のために支払ったコストは

決して低いものではなかったのである。

� ����

1989年の体制転換以降，中・東欧諸国はヨーロッパ統合への参加を志向し，��加盟のための

制度改革，法整備を進めた。その結果，体制転換から15年をへた2004年，ルーマニア，ブルガリ

アなどのバルカン諸国を除く国々の ��加盟が実現した。しかしながら，��への早期加盟をめ

ざした市場経済への移行により，国内の経済格差が拡大した。また，財政再建は社会保障の引き

下げにつながった。さらに，��加盟を果たしたにもかかわらず，中・東欧諸国は加盟前に期待

された経済効果をあげることができなかった。��に加盟した後，中・東欧諸国とくにヴィシェ

グラード諸国では，��に対する幻滅が拡がった。その結果，ポピュリズムや民族主義が台頭し

て，国内政治が不安定な状態に陥った。

新加盟国は将来における統一通貨ユーロの導入を義務づけられた。すでに，2004年の新加盟国

の中で，2007年１月にスロヴェニアが最初にユーロ導入を実現した。また，2008年には，キプロ

ス，マルタでユーロが導入される。しかし，ヴィシェグラード諸国では，早期にユーロを導入で

きるめどがたっていない。とくに，ハンガリーでは，2006年の財政赤字が ���比で10％に達し

た。自らの嘘の発覚で起こった2006年秋の暴動によって国内での支持を失ったジュルチャーニに

とって，ユーロ導入に向けた財政再建の道は前途多難である。実際，野党や有権者は公共料金の

大幅な値上げ，医療制度改革による社会保障費の切り下げなどに激しく反発している。チェコで

も，財政事情によってユーロ導入が当初の2010年の予定よりも遅れる見込みである(84)。

ジュリンダ政権下のスロヴァキアは好調な経済を背景にヨーロッパ統合へ向けた準備を進め，

他のヴィシェグラード諸国に先駆けて，ユーロへの移行の前段階ともいえるヨーロッパ為替相場

メカニズムⅡ（���‐Ⅱ）を導入した。しかし，2007年６月の総選挙の後で成立したフィツォ
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政権には，経済格差の是正などで財政の健全化にブレーキをかけ，ユーロの導入を遅らせる可能

性がある。
��に先行加盟したヴィシェグラード諸国の政治状況は，今後の ��拡大の動きにも影響を及

ぼしかねない。実際に，2007年１月に加盟を果たしたルーマニア，ブルガリアでも，国内政治に

混乱が生じていた。

５月20日，ブルガリアで欧州議会選挙が行われた。選挙の結果，汚職事件で支持を失った社会

党を中心とする連立与党が敗北し，ソフィア市長ボリソフ(����� ����		�
)の率いる中道右派の

新党 ����が僅差で社会党を抑えて第一党になった。また，二つのポピュリスト政党，トルコ

系少数民族を代表する「権利と自由のための運動」，極右政党 �
���も，それぞれ20.6％，14.6

％の得票率で欧州議会に議席を獲得した(85)。

『フィナンシャル・タイム』紙とのインタヴューにおいて，ブルガリアの社会学者ストイチョ

フ(������ �������
)はブルガリアでの選挙結果に関して「��加盟後の中欧を揺るがしたポピ

ュリズムの波はブルガリアにも達した。不満の焦点は，移行の結果として生じた貧富の差による

社会の分裂である」(86)と述べた。

５月13日に実施予定のルーマニアの欧州議会選挙は，国内政治の混乱のため延期された。��

はルーマニアに対して汚職防止を徹底するよう強く求めていた。ルーマニアでは，��加盟後に

内閣の汚職体質への批判を強める大統領バセスク(
����� ��	�	��)と首相ポペスク-タリチェア

ヌ(����� ����	�� 
��������)との対立が激しくなっていた。４月19日，ルーマニア議会では，野

党の社会民主党も賛成して，バセスクの罷免が可決された(87)。

５月19日，バセスク罷免の是非を問う国民投票が実施された。バセスクは74％の支持を得て，

大統領職にとどまった(88)。しかし，内閣，議会によるバセスク罷免の試みは，ルーマニアのハ

ンガリー人民主連合の党内対立と連立離脱を招くなど，内閣の求心力の低下にもつながった。国

民投票がルーマニアの政治的混乱の収束に寄与したとはいえない。
��は2004年に８カ国（新加盟国キプロス，マルタは旧共産圏ではない），2007年に２カ国と

旧社会主義諸国に拡大した。旧共産圏にありながら，歴史的，文化的に西欧との結びつきが強く，

スムーズな体制転換を成し遂げたヴィシェグラード諸国においても，現加盟国との経済格差が十

分に埋まらないまま ��加盟に至った。また，2007年加盟国でも，ヴィシェグラード諸国と同

様，加盟後に政治的な混乱が生じていた。��が現加盟国との経済格差が大きい旧共産圏への拡

大を早期に進めたことには，新加盟国における民主化や人権の定着，政治腐敗の防止など，政治

的な要因があった。しかしながら，��が市場経済への移行，制度改革，法整備を急がせたこと

が，かえって中・東欧諸国の改革疲労を引き起こし，��懐疑論とポピュリズムの台頭を招く結

果となった。

将来において，��はクロアチアからバルカン地域に拡大すると考えられる。とくに，イスラ

ム教徒が人口の90％以上を占めるトルコへの拡大で，��はさらなる問題をかかえこむことは間

違いない。��はヴィシェグラード諸国への拡大の教訓から，バルカン地域への拡大において加

盟基準の見直しも視野に入れるべきはないだろうか。

���

（１）1991年２月，ハンガリーのヴィシェグラードにハンガリー，チェコスロヴァキア，ポーラ

ンドの首脳が集まり，中欧での地域協力が話し合われた。1991年以降も，４カ国（1993年に

チェコとスロヴァキアが分離）は定期的に会議を開催している。４カ国は歴史的にドイツ，

オーストリアの影響下にあり，文化的にも共通点が多い。
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� ��� ��	���,”��.34-38.
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��	
�� )
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 �������� ���	�

���
 2003． ��
	���� 12.を参照。ハンガリー通信社のホームページは，���
://��	��.(��.�"/

（32）他の６カ国における ��加盟の是非を問う国民投票の投票率は，マルタで91％（賛成53.
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グ』の ��+は，
����://���.��
.�%/

（61）2006年４月10日のハンガリー通信社ニュース（電子版），!�"��# $ %����� � ��&����� '����
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（74）2007年８月13日付『朝日新聞』（電子版）。

（75）� ��		
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（77）スロタの発言は，チェコの新聞『ロドヴェー・ノヴィニ』，オーストリアの新聞『プレッ

セ』のインタヴューに答えたものである。発言の内容は，2006年７月24日付『ネープサバッ
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 19.2006

年秋にハンガリーで起きた暴動とその背景については，拙稿「ハンガリーの2006年暴動

－ヨーロッパ統合とナショナリズム」『法と政治』第58巻２号，2007年６月，105－143頁を
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